
海外展開・輸出に取り組みたいと考えている⾷品事業者等のみなさまへ
（海外展開を始める前の戦略づくりや、パートナー選び、現地の情報収集が重要です。）

海外展開・輸出を検討する段階から、海外市場への進出、進出後の安定経営まで、経営の⽬線で
様々なメニューにより⽀援を実施。

海外展開の実現に向け、海外ビジネスに精通する専⾨家がハンズオンで⽀援します︕

 海外事業プランの検討
海外販路開拓や海外事業プランを⼀緒に考えます。対象国や売り先の
選定の他、必要に応じて弁護⼠等の⼠業アドバイザーによる⽀援も可能
です。

 海外現地への調査や商談に同⾏
現地訪問先の提案や、アポイント取得をサポートします。
また、中⼩機構が同⾏し、訪問先との商談をサポートします。

 アフターフォロー
現地渡航を踏まえ、ビジネスモデルや事業プランの実現性を⾼めるアドバイスをします。

⽬的の明確化 事業計画策定 商談・マッチング 海外販路開拓
海外拠点設⽴

商品の輸出や対
象国など海外展
開を考え始める

・投資環境、市場動向
等の情報収集
・対象国、商品、⼿法を
検討

・現地販売先との商談 ・商談成⽴、販路開拓
・海外展開、輸出開始

窓⼝相談 ／ 課題の整理、⽅向付け ／ ハンズオン⽀援（海外現地調査・商談サポートを含めた継続⽀援）

https://www.smrj.go.jp/research_case/case/overseas/index.html

 中⼩機構のHPに海外展開ハンズオン⽀援を活⽤して海外展開
事例などを掲載していますので、ご覧ください。

https://www.smrj.go.jp/sme/overseas/consulting/advice/index.html

海外ビジネスに精通する専⾨家がハン
ズオンでナビゲート

現地での商談・調査へ同⾏

詳細およびお申し込みはこちらから→

 海外展開ハンズオン⽀援事業のページ
詳細および申込書は、以下HPよりお願いします。

中⼩機構による海外展開ハンズオン⽀援



お問い合わせ先
お住まいの地域を管轄している、中⼩機構にお問い合わせ下さい。

名称 所在地・連絡先

本部／関東本部
（茨城県、栃⽊県、群⾺県、埼⽟県、千葉県、
東京都、神奈川県、⼭梨県、静岡県、⻑野県、
新潟県）
販路⽀援部 海外展開⽀援課

〒105-8453 東京都港区⻁ノ⾨3-5-1⻁ノ⾨37森ビル
TEL︓03-5470-1522

北海道本部
（北海道）
⽀援推進課

〒060-0002 北海道札幌市中央区北⼆条⻄1-1-7ORE札幌
ビル 6階
TEL︓011-210-7472

東北本部
（⻘森県、岩⼿県、秋⽥県、宮城県、⼭形県、
福島県）
企業⽀援課

〒980-0811 宮城県仙台市⻘葉区⼀番町4-6-1仙台第⼀⽣
命タワービル 6階
TEL︓022-716-1751

中部本部
（愛知県、三重県、岐⾩県）
⽀援推進課

〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦2-2-13名古屋センター
ビル 4階
TEL︓052-201-3068

北陸本部
（⽯川県、富⼭県、福井県）
⽀援推進課

〒920-0031 ⽯川県⾦沢市広岡3-1-1⾦沢パークビル 10階
TEL︓076-223-5546

近畿本部
（⼤阪府、滋賀県、京都府、奈良県、和歌⼭県、
兵庫県）
企業⽀援課

〒541-0052 ⼤阪府⼤阪市中央区安⼟町2-3-13⼤阪国際
ビルディング 27階
TEL︓06-6264-8624

中国本部
（⿃取県、島根県、岡⼭県、広島県、⼭⼝県）
⽀援推進課

〒730-0013 広島県広島市中区⼋丁堀5-7広島KSビル 3階
TEL︓082-502-6311

四国本部
（徳島県、⾹川県、愛媛県、⾼知県）
⽀援推進課

〒760-0019 ⾹川県⾼松市サンポート2-1⾼松シンボルタワー
タワー棟7階
TEL︓087-823-3220

九州本部
（福岡県、⻑崎県、佐賀県、⼤分県、宮崎県、
熊本県、⿅児島県）
⽀援推進課

〒812-0038 福岡県福岡市博多区祗園町4-2サムティ博多祇
園BLDG.
TEL︓092-263-1535

沖縄事務所
（沖縄県）

〒901-0152 沖縄県那覇市字⼩禄1831-1沖縄産業⽀援セ
ンター313-1
TEL︓098-859-7566

令和４年６⽉版



農林水産物・食品輸出基盤強化資金（日本政策金融公庫法の特例）

１ 貸付対象者 認定輸出事業者（農林水産事業者、食品等製造事業者、食品等流通事業者等）
２ 貸付限度額 貸付けを受ける者の負担する額の80％に相当する額（民間金融機関との協調融資を想定）
３ 資金使途 改正輸出促進法に基づく認定輸出事業計画に従って実施する事業であって次に掲げるもの
① 農林水産物・食品の輸出事業に必要な製造施設、流通施設、設備の整備・改修費用

例：EU向け水産物の輸出に必要なHACCP等に対応した加工施設の整備費用、ハラールに対応した食肉処理施設の整備費用、
添加物等のコンタミネーションを防止するための製造ラインの増設費用

② 長期運転資金
例：商品の試作品の製造費用、市場調査やニーズ調査に係る費用、サンプル輸出や商談会への参加に係る費用、

プロモーション活動費、製造ライン本格稼働までに必要な増加経費（原材料費、人件費など）
③ 海外子会社等への出資・転貸に必要な資金

（転貸に必要な資金の使途は①・②。）
４ 償還期限

25年以内（うち据置期間３年以内）
（中小企業者は、10年超25年以内）

○ 輸出にチャレンジする事業者を資金面から強力に後押しするため、制度資金を創設。
○ ポイントは、
① 輸出促進を目的に、多用途にわたって有利に融資を受けられる独立の資金。
② 非食品の品目もカバーし、長期運転資金や海外子会社への転貸も可能にするなど多様なニーズに対応。
③ 償還期限は25年以内のため大規模投資に対応。

（令和４年10月１日からスタート）

資金の概要

事業者 輸出先国・地域

輸出向け施設の整備、
試作品の製造、増加経費
（原材料費、人件費）等

海外子会社の
現地活動

市場調査、サンプル輸出等

長期運転資金（転貸）
民間金融機関

保証機関
(県信用保証協会等)

公庫

信用保証

保証料立替払

融資

保証料支払

融資※

※民間金融機関から保証付き借入れをする場合、農林水産省の予算事業により、支払った保証料のうち、借入当初から５年間、保証料の1/2相当額の支援が受けられます。



農林水産物・食品輸出基盤強化資金の借入手続きについて
○ 公庫から農林水産物・食品輸出基盤強化資金を借り入れるためには、輸出事業計画を作成し、農林水産省（地

方農政局等）から認定を受ける必要があります。
○ 公庫・民間金融機関への借入れの相談と平行して、地方農政局等に対し輸出事業計画の申請に向けた相談を開

始してください。
○ 融資の決定に当たっては公庫による金融審査があります。

フロー図

① 輸出事業計画(注1)申請の相談

② 輸出事業計画の作成・申請

①’ 借入れの相談

②’ 事業計画書、決算書など
金融審査に必要な資料の提出

連携

⑤ 設備資金、長期運転資金等の借入れ
（事業者による認定輸出事業の実施）

③ 認定
④ 融資決定

※輸出事業計画については、地方農政局等のほか、
農林水産本省、日本政策金融公庫、沖縄振興開
発金融公庫においても申請に向けたお手伝いをしま
すので、お気軽にご相談ください。

（注1）輸出事業計画とは、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律に基づく計画で、輸出に関して今後取り組む内容として、「目標」「対象となる農林水産物又は食品
及びその輸出先国」「内容及び実施期間」「実施に必要な資金の額及びその調達方法」等について記載するものです。

（注2）輸出事業計画は、最寄りの地方農政局輸出促進課（北海道は北海道農政事務所事業支援課、沖縄県は沖縄総合事務局食料産業課）に提出してください。

地方農政局等(注2)

事業者

民間金融機関連携

①’ 借入れの相談

日本政策金融公庫
（農林水産事業）

沖縄振興開発金融公庫

④ 融資決定

②’ 事業計画書、決算書など
金融審査に必要な資料の提出



日本政策金融公庫によるスタンドバイ・クレジット（日本政策金融公庫法の特例）

■平安銀行（中国） ■インドステイト銀行（インド） ■バンクネガラインドネシア（インドネシア）■山口銀行（日本）【対象地域：中国】
■名古屋銀行（日本）【対象地域：中国】 ■横浜銀行（日本）【対象地域：中国】 ■KB 國民銀行（韓国） ■CIMB 銀行（マレーシア）
■バノルテ銀行（メキシコ） ■メトロポリタン銀行（フィリピン）■ユナイテッド・オーバーシーズ銀行（シンガポール） ■合作金庫銀行（台湾）
■バンコック銀行（タイ）■ベト・イン・バンク（ベトナム） ■ＨＤバンク（ベトナム） （本店所在地の英語名のアルファベット順）

スキーム図

提携金融機関

〇 輸出の促進に必要な、海外での事業展開に関し、認定輸出事業者の海外現地子会社等が、海外に拠点を有する
提携金融機関から現地通貨建ての融資を受けるにあたり、その債務を保証するために日本公庫が信用状（スタンド
バイ・クレジット）を発行することで、海外での円滑な資金調達を支援。

制度利用のメリット
■海外での円滑な資金調達
日本公庫が発行する信用状を

担保に活用し、提携金融機関か
ら円滑に日本公庫の信用力を勘
案した金利で融資を受けることが
できる。

■為替リスクの回避
現地流通通貨にて借入を行うこと

で、現地の事業活動で得た資金を
そのまま返済に充てることができ、資
金調達・返済にかかる為替リスクを
回避できる。

■国内親会社の財務体質の改善
海外現地子会社等が国内親会

社から資金調達(出資受入や借
入)する場合に比べ、国内親会社
のバランスシートがスリム化できる。

■海外での経営管理体制の強化
本制度の利用をきっかけとして、

提携金融機関との取引を開始・
拡大し、海外での資金調達や情
報収集の強化を図ることができる。

国内親会社 提携金融機関

輸出先国・地域

現地通貨建て融資

日本公庫
海外現地子会社

等

地域金融機関

信用状の発行依頼

債務保証 融資申込

地域金融機関と連携したスキーム

信用状の
発行依頼

信用状の
発行（認定輸出事業者）



GFP輸出予算説明会

① 輸出予算逆引き表
② 説明会動画
③ 説明資料
④ その他

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/yosan_setsumei.html



①輸出予算逆引き表をご活⽤いただけます。

輸出予算逆引き表

⽀援内容類型や使⽤できる品⽬、⽀援内容によって逆引き検索できます



②輸出予算説明動画をご覧いただけます

左下の「⾒るYoutube」を
クリックしてください

・概要欄に下記分類ごとに事業を記載。
（１）⽣産者・加⼯⾷品製造事業者向け

の⽀援
（２）流通事業者・その他事業者向け

の⽀援
（３）輸出を⾏う全ての⽣産者・事業者・

コンソーシアム等向けの⽀援

・各事業名の前にタイムスタンプを記載

Youtube



③説明資料

・下記分類ごとに事業の資料を掲載。
（１）⽣産者・加⼯⾷品製造事業者向け

の⽀援
（２）流通事業者・その他事業者向け

の⽀援
（３）輸出を⾏う全ての⽣産者・事業者・

コンソーシアム等向けの⽀援

④その他
・お問い合わせや公募時期については各事業の担当部署にお問い合わせください
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